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１ 合併の方式 
中郡峰山町、同郡大宮町、竹野郡網野町、同郡丹後町、同郡弥栄町及び熊野郡久美浜町

を廃し、その区域をもって新しい市を設置する新設（対等）合併とする。 
 
２ 合併の期日 

 合併の期日は、平成１６年４月１日とする。 
 
３ 新市の名称 

 新市の名称は、「京
きょう

丹後市
た ん ご し

」とする。 
 
４ 新市の事務所の位置 

新市の事務所の位置は、京都府中郡峰山町字杉谷８８９番地とする。 
 また、現在の６町の役場は、すべて支所とする。 

 
５ 財産及び債務の取扱い 

（１）６町が所有する財産及び債務は、すべて新市に継承する。 
（２）基金のうち、特定目的基金については、整理統合を行い、新市において必要な基金

を創設する。また、一部事務組合の基金は、該当の会計及び基金に継承する。 
（３）債務のうち、一部事務組合の借入金は該当の会計に継承する。 

 
６ 議会議員の定数及び任期の取扱い 

（１）議会議員については、市町村の合併の特例に関する法律第６条及び第７条の特例は

適用せず、地方自治法第９１条第１項及び第２項の規定に基づき、定数を３０人とし、

新市の設置の日から５０日以内に選挙を行う。 
（２）選挙区については、全市域で１選挙区とする。 

 
７ 農業委員会委員の定数及び任期の取扱い 

（１）新市に１つの農業委員会を置き、６町の農業委員会の選挙による委員であった者は

市町村の合併の特例に関する法律第８条第１項第１号の規定を適用し、合併後３箇月

間引き続き新市の農業委員会の選挙による委員として在任する。 
   その定数は、３０人とする。 
（２）在任特例期間終了後の農業委員会の選挙による委員の選挙は、選挙区を設ける。 
   ただし、選挙区の区域及び各選挙区において選挙すべき委員の定数については、新 
市において調整する。 

 
８ 地方税の取扱い 

（１）固定資産税の納税義務者、税率、課税標準及び免税点は現行のとおりとする。納期

は、網野町の例により統一する。 
（２）個人市町村民税の納税義務者、所得割税率及び課税標準は現行のとおりとし、均等

割税率は 2,500円、納期は網野町の例により統一する。 
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法人市町村民税の納税義務者及び納期は現行のとおりとし、均等割税率は、峰山町

と久美浜町の例による制限税率に、法人税割税率は峰山町の例による超過税率（13.5
パーセント）とする。 

（３）軽自動車税の納税義務者及び税率は現行のとおりとする。納期は４月１日から同月

３０日までとする。標識番号は網野町の例により統一し、新市施行日から発行する。

   なお、合併までに発行された標識は、新市移行後も使用することが出来るものとす

る。 
（４）入湯税の納税義務者は現行のとおりとする。税率は、１５０円に統一する。 
（５）都市計画税の税率は一旦ゼロとし、新市において都市計画の見直しに併せて、改め

て税率を設定する。 
（６）たばこ税、鉱産税及び特別土地保有税は現行のとおりとする。 

 
９ 一般職の身分の取扱い 

（１）６町の一般職の職員は、市町村の合併の特例に関する法律第９条第１項の規定に基

づき、新市に引き継ぐ。 
（２）職員数については、新市において定員適正化計画を策定し、定員管理の適正化に努

める。 
（３）職員の職名、任用及び給与については、人事管理及び職員の処遇等の適正化の観点

から合併時に統一を図る。 
 
１０ 特別職等の身分の取扱い 

（１）新市の市長、助役、収入役、教育長、行政委員会委員の身分の取扱いについては、

法令の定めるところによる。 

（２）新市の市長が選出されるまでの間、市長の職務執行者を６町の町長の中から選定す

る必要がある（地方自治法施行令第１条の２）ため、６町の町長が合併期日までに別

に協議して定める。ただし、助役、収入役については、新市の議会が正式に発足した

段階で、新市長が議会の同意を得て選任する。 

（３）新市における監査委員は２名とする。 

（４）新市発足時の職務執行者、及び市長等常勤特別職、並びに教育長の給料は次のとお

りとする。ただし、新市においてすみやかに特別職報酬等審議会を設置し、給与の適

正化に努めるものとする。 

職務執行者 月額 ７７０，０００円 

市 長   月額 ９２０，０００円 

助 役   月額 ７４０，０００円  

収入役   月額 ６７０，０００円  

教育長   月額 ６７０，０００円 

（５）新市の議会議員、各種委員会委員等の報酬は、次のとおりとする。ただし、新市の

特別職報酬等審議会において、報酬の適正化に努めるものとする。 

 議長            月額 ４５０，０００円 

副議長           月額 ４００，０００円 
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 議員            月額 ３８０，０００円 

教育委員会     委員長 月額 １００，０００円 

 委員  月額  ７２，０００円 

  選挙管理委員会   委員長 月額  ２０，０００円 

 委員  月額  １２，０００円 

  公平委員会     委員長 年額 １０５，０００円 

 委員  年額  ６０，０００円 

  監査委員      識見  月額 １２０，０００円 

 議選  月額  ３０，０００円 

  農業委員会     会長  年額 ２５０，０００円 

 委員  年額 １８１，０００円 

  固定資産評価審査会 委員  日額   ９，０００円 

ただし、日額により報酬を受ける委員等で、その勤務が半日に満たない場合の報酬

額は６，０００円とする。 

（６）消防団員報酬は次のとおりとし、出動手当については、１回につき１，６００円、

訓練手当については１，５００円とする。ただし、警戒手当については、新市におい

ては出動手当に一元化するものとする。 

   団長   年額１８９，０００円 副団長  年額１２３，０００円 

   分団長  年額 ９６，０００円 副分団長 年額 ５７，０００円 

   指導員  年額 ５０，０００円 部長   年額 ４３，０００円 

   班長   年額 ３３，０００円 団員   年額 １９，０００円 

（７）その他の条例で定める特別職の職員等、新市に設置する必要のあるものの人数、任

期、報酬額は、現行の制度をもとに調整する。 

 
１１ 条例、規則の取扱い 

 条例、規則については、各協議項目の調整方針に基づき統一を図り、新市における事務

事業に支障をきたさないよう次の区分に基づき整備する。 
（１）合併と同時に即時制定し施行させるもの 
（２）合併後、逐次制定し施行するもの 
（３）暫定措置として一定の地域に施行するもの 

 
１２ 事務機構及び組織の取扱い 

現在の峰山町、大宮町、網野町、丹後町、弥栄町及び久美浜町の庁舎を有効活用した組

織及び機構とする。 
新市の組織・機構については、住民サービスが低下しないよう十分配慮する。 
その上で新市の組織・機構については、「新市における組織・機構の整備方針」に基づき

整備する。 
《新市における組織・機構の整備方針》 
  新市における行政組織・機構については、庁舎が狭隘であること等により、一元化

することは困難な状況にある。しかしながら、合併の主旨を踏まえ、合併の効果を最
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大限に活かすためには、できる限り組織・機構の効率化、合理化を進める必要がある。 
  このため、合併時における組織・機構については次の事項を基本として整備するも

のとする。 
①市民が利用しやすく、市民の声を適正に反映することができる組織・機構 
②地域振興を支援できる組織・機構 
③新市建設計画を円滑に遂行できる組織・機構 
④行政課題に迅速かつ的確に対応できる組織・機構 
⑤簡素で効率的な組織・機構 
⑥責任の所在が明確な組織・機構 
⑦緊急時に即応できる組織・機構 

 
１３ 一部事務組合等の取扱いに関すること 

（１）丹後広域消防組合、竹野川環境衛生組合、峰山・大宮公共下水道組合及び竹野郡塵

芥処理組合は、合併の前日をもって解散し、その事務事業、財産及び職員については

すべて新市に引き継ぐ。 
（２）丹後地区広域市町村圏事務組合、京都府市町村交通災害共済組合、京都府町村議会

議員公務災害補償等組合、京都府自治会館管理組合、京都府住宅新築資金等貸付事業

管理組合、京都府市町村職員退職手当組合及び丹後地区土地開発公社は、合併の前日

をもって脱退し、新市において加入する。 
（３）奥丹後養老施設組合は、合併の前日をもって解散し、債務については新市に引き継

ぐ。 
 

１４ 使用料及び手数料の取扱い 

 使用料及び手数料については、各協議項目の調整結果に基づくものとする。 
 
１５ 公共的団体の取扱い 

公共的団体については、新市の一体性を確保するため、それぞれの実情を尊重しながら、

統合又は再編の調整に努めるものとする。 
（１）６町に共通している団体は、できる限り合併時に統合できるよう調整に努める。 
（２）６町に共通している団体で実情により合併時に統合できない団体は、合併後、速や

かに統合又は再編できるよう調整に努める。 
（３）その他の団体は、現行のとおりとする。 

  
１６ 各種団体への補助金、交付金等の取扱い 

（１）各種団体への補助金及び交付金については、従来からの経緯、実情等を考慮し、現

行の内容を尊重する。ただし、同一あるいは同種の補助金については、関係団体の理

解と協力を得て一元化へ向けた調整を行う。 
（２）新市においては、自立的な地域振興を進める活動を積極的に支援していくことを基

本とし、全市域の均衡に配慮し調整を行う。 
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１７ 町、字の区域及び名称の取扱い 

現町名を６町とも残し、町名、字名は現状のまま新市へ継承する。 
ただし、表記としては、「字」を使用しない。 

  
１８ 町の慣行の取扱い 

（１）新市の市章は、合併までに調整のうえ、新市に移行する。  
（２）市民憲章及び各種宣言並びに市の木、花、歌、キャラクター及びキャッチフレーズ

については、新市に移行後、調整する。 
 
１９ 各種事務事業の取扱い 

１９－１ 自治会、行政連絡機構の取扱い 

（１）単位行政区 
単位行政区の組織については現行のとおりとし、地域コミュニティの維持・強化を

図るとともに、新市の一体性を確保するため、新市発足時に新たな連絡組織を設置す

る。 
（２）連合区等 
 連合区等については、地域性を考慮しながら、一定の条件で統合できるかどうかの

検討を新市において行う。  
（３）区への依頼事務 
新市における区への依頼事務については、配布文書の期日を定めるなど、その整理・

統合を含めて検討する。また、区・自治会等の支援は、調整のうえ一元化し、引き続

き新市においても支援する。 
 
１９－２ 情報公開の取扱い 

（１）情報公開制度 
   現行の各町の制度をもとに調整し、新市において条例を制定する。 
（２）個人情報保護条例 
   新市において個人情報保護条例を制定する。 
ただし、住民基本台帳ネットワークの運用に伴う電子計算機情報保護条例について

は、合併までに調整を行い、合併日から施行する。 
 

１９－３ 男女共同参画の取扱い 

 新市において行動計画を策定し、推進に努める。 
  
１９－４ 人権啓発の取扱い 

啓発推進組織を設置し、引き続き人権啓発事業を実施する。 
 
１９－５ 広聴広報の取扱い 

（１）広報誌等 
新市の広報誌及びお知らせ版は、毎月発行し、市内各世帯及び関係機関に無償配布
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する。 
（２）ホームページ 
市の情報発信に努めるため、合併時に新市のホームページを開設する。 

（３）市勢要覧 
周期的な発行とし、合併後速やかに発行できるよう調整する。 

 
１９－６ 消防団の取扱い 
（１）消防団 
１消防団に再編する。 

（２）分団等の組織 
当面現行のとおりとし、新市において新たに作成する消防計画に基づき調整する。 

（３）団員 
そのまま新市へ引き継ぎ、現員数を基本として定数を定める。  

（４）報酬及び出動手当等 
現行における６町の支給総額を上回らない範囲内において調整する。 

 
１９－７ 防災関係の取扱い 

（１）防災組織 
婦人消防隊及び子供消防クラブは、現行のまま新市に継承する。 
その他の自主防災組織についても、全市域にわたって組織できるよう努める。 

（２）地域防災計画 
各町の計画を基に、新市の地域防災計画を策定する。また、相互応援協定などにつ

いては、新市において速やかに調整する。 
（３）防災行政無線 
新市移行後、現在未整備の大宮町、弥栄町及び久美浜町域を対象に、速やかに整備

する。 
また、戸別受信機（網野町）、屋外スピーカー（丹後町）の増設も併せて行う。 

（４）災害発生時の通報 
新市庁舎又は消防本部が一括して取り扱うものとするが、防災行政無線が市域全域

をエリアとして整備されるまでは、現行の通信手段により行う。 
（５）防火水槽等防火防災施設、消火栓及び消火栓器具の新設等は、市が全額を負担し整

備する。 
 
１９－８ 姉妹都市等の取扱い 

（１）国内における地域間交流 
峰山町（羽衣交流サミット）、大宮町（全国小野小町サミット）、網野町（東経 135
度線上市町村交流協議会、日本の渚全国協議会、うらしま伝説交流サミット、日本海

にぎわい交流海道ネットワーク、鳴き砂（鳴り砂）ネットワーク）、久美浜町（東経

135度線上市町村交流協議会）が実施している地域間交流は、新市移行後も継続する。
特に、伝説・伝承による交流は、行政中心で行うより、住民レベルで行うことが望ま
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しいことから、引き続き支援を行う。 
ただし、大宮町（三重県大宮町との同名町交流）、丹後町（摂津市（大阪市）との交

流、全国伝統地名（旧国名）市町村連絡会議）及び弥栄町（国道も鉄道もない市町村

全国連絡会議）が実施している地域間交流は、合併までに相手方の意向を確認して調

整を図る。  
（２）友好提携 
丹後町と木津町の友好提携については、合併までに相手方の意向を確認し、存続の

方向で調整を図る。 
（３）ふるさと会員制度 
合併時に廃止し、新市に移行後検討する。 

 
１９－９ 電算システムの取扱い 

現在６町で使用している町村会ＴＲＹ－Ｘ及び町村会財務会計システムをそのまま継続

して使用する。なお、合併までにシステムの一体化を図るとともに、新市の規模に適合し

た仕様の改善を行い、円滑なサービスが提供できるよう、万全の準備を行う。 
 

１９－１０ 納税関係の取扱い 

（１）徴収収納方法 
新市においては、集合徴収を行うことで統一し、期別は１０期とする。ただし、軽

自動車税については、集合徴収は行わず、１期徴収とする。 
（２）督促手数料 
督促状１通につき１００円に統一する。 

（３）納期前納報奨金 
交付率は、１００分の０．２５に統一する。 

 

１９－１１ 国民健康保険の取扱い 

（１）国民健康保険税  

①税率等 

 税率は制度改正、保険給付の動向を見極め統一する。ただし、丹後町の医療分につ

いては、激変緩和措置として、平成１９年度の統一課税に向けて段階的に引き上げを

行う。また、賦課方式及び課税限度額は現行のとおりとする。 

 ②軽減率と判定基準 

   新市においては平準化を実施し、７割軽減、５割軽減、２割軽減を適用する。なお、

判定時期は現行のとおりとする。 

③その他 

 納税義務者、賦課期日及び本算定日は、現行のとおりとする。 

（２）保険給付 
   出産育児一時金の支給額は、現行のとおりとし、葬祭費の支給額は１人当たり３万

円とする。 
（３）貸付制度 
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高額療養費等貸付基金を設置し貸付を行う。 

高額療養費貸付の限度額は、高額療養費支給見込額の９５パーセント以内とし、出

産育児一時金貸付の限度額は、出産育児一時金支給見込額の８割以内とする。 

（４）国民健康保険運営協議会 

 国民健康保険法施行令第３条に基づき新市において設置する。 

（５）老人医療 
   現行の町単独制度は、合併時に廃止の方向で調整する。 

（６）障害児者医療 
   府制度に該当しない身障者手帳３級の者を対象に、府制度の所得基準を適用し、新

たな単独制度を創設する。 

（７）母子家庭医療 
   大半の母子家庭が府制度の対象であることから、町単独制度は合併時に廃止の方向

で調整する。 

（８）乳幼児医療 

   現行の町制度については、新市においても継続するが、２００円の償還払いは廃止

の方向で調整する。 

（９）父子家庭医療 
   新市移行後も母子家庭医療の府制度を準用し、実施する。 

（10）重度心身障害老人健康管理事業 
   府制度に該当しない身障者手帳３級の者を対象に、府制度の所得基準を適用し、新

たな単独制度を創設する。 

 
１９－１２ 保育所の取扱い 

（１）保育所数及び定員 
  少子化の進行、延長保育を始めとする多様な保育要望に対応するため、保育所数及び

定員については新市に移行後調整する。 

（２）乳幼児保育 

  当面は現行のままとし、地域の保育要望を把握しながら実施箇所等も含めて検討する。

（３）保育料（算定方法） 

  国の所得階層別の保育料基準額を基に、新たな基準額表を設定する。所得税課税額の

階層区分については、現行保育料の水準、近隣市との均衡等を考慮して設定する。ただ

し、国が示す階層区分に変更があった場合は検討する。 

（４）延長保育料 

  １１時間を超えて保育をする場合は、月額 2,000 円／人（おやつ代を含む）を徴収す

る。なお、同一世帯から複数入所があった場合でも算定の特例による減額はしない。 

  また、午後６時以降に保育をする場合は、おやつ代として月額 1,000 円を徴収する。

（５）子育て支援センター 

  当面は現行のままとし、今後の施設整備に併せて事業を実施する。 

（６）エンゼルプラン 

  子育てに対する公的支援強化の要望が多い状況の中で、新市としての計画を早期に策
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定する。 
 
１９－１３ 環境事務の取扱い 

（１）防疫業務 

  防疫薬剤購入補助、下水路の泥上げ及び煙霧消毒機の貸出については、生活環境の向

上、薬剤散布による環境等への影響、住民要望の減少等の現実を踏まえて、実施の見直

しも含めて検討する。 

  また、はちの巣退治については、現行のとおりとする。 

（２）火葬業務（運営方法等） 

  当面は現有施設により対応するが、施設の老朽化が著しいため、新施設の整備を新市

において検討する。 

（３）し尿業務（収集方法） 

  し尿収集は、直営もしくは委託業者による収集に統一する。ただし、現在業務を委託

している業者については、契約期間満了までに調整する。 

（４）し尿業務（手数料） 

  し尿、浄化槽汚泥ともに、現在の竹野川環境衛生組合の算定方法及び納付方法により

統一する。 

（５）環境基本条例 

  行政と住民等が一体となって豊かな自然環境を保全するため、現在の関係する条例の

制定趣旨等を尊重して、市域全体に適用する新たな条例を制定する。 
 
１９－１４ 塵芥処理の取扱い 

（１）一般廃棄物処理業等許可手数料 

  現行のとおりとする。 

（２）一般家庭ごみ（可燃ごみ） 

  収集方法、収集回数、ステーション設置数、処理施設、委託業者数については、現行

のとおりとする。ただし、委託業者については、契約期間満了までに調整する。 

（３）一般家庭ごみ（有害ごみ） 

  ①収集方法及びステーション設置数 

   現行のとおりとする。 

  ②収集回数 

   １回の排出量等を調査し、必要に応じ調整のうえ新市に移行する。 

  ③処理施設 

   現行のとおりとする。  

  ④委託業者数 

   契約期間満了日までに調整する。 

（４）一般家庭ごみ（不燃ごみ） 

  ①収集方法 

   新市移行後はコンテナ収集を原則とする。ただし、現行の指定袋による収集は、合

併後３年を目途にコンテナ収集に移行する。 
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  ②収集回数 

   １回の排出量等を調査し、必要に応じ調整のうえ新市に移行する。 

  ③ステーション設置数 

   現行のとおりとする。 

  ④処理施設 

   現行のとおりとする。   

  ⑤委託業者数 

   契約期間満了までに調整する。 

（５）一般家庭ごみ（資源ごみ） 

  収集方法、収集回数、ステーション設置数、処理施設、委託業者数については、現行

のとおりとする。 

（６）一般家庭ごみ（粗大ごみ） 
  粗大ごみの処理方法は、可燃・不燃ともに直接搬入方式とする。 
  現在行われている個別（玄関前）収集制度は搬入手段のない高齢者世帯などに考慮し、

新市全域に拡大する。なお、個別収集に係る手数料は可燃・不燃ともに１個当たり 500
円に統一する。 
（７）指定ごみ袋（販売価格） 

  可燃ごみの指定袋は現行のとおりとする。不燃ごみの指定袋はコンテナ収集への移行

対象地域となる竹野郡塵芥処理組合構成町において、実費程度の統一価格を設定する。

また、販売店舗等の数は、現行のとおりとする。 

（８）廃棄物減量等推進審議会 

  廃棄物処理法第５条の５に基づき条例で定め、委員の定数は３０人以内とする。 
 
１９－１５ 保健衛生の取扱い 

（１）母子保健 
妊産婦・乳幼児検診、訪問事業は、現行のとおりとする。ただし、新生児訪問は全数

管理とし、充実を図る。育児相談、育児支援事業は、全市を対象に実施することとする

が内容については調整する。 
（２）歯科保健 
フッ素塗布事業を全市に拡大するなど充実を図る。 

（３）成老人保健 
各種検診は総合検診に統一し、自己負担金は徴収しないこととする。対象年齢、実施

内容については統一し、全体として充実した検診事業とする。 
（４）予防接種等 
法に基づく定期の予防接種は新市においても実施するが、接種場所等については調整

する。臨時の予防接種、感染症対策など法に基づく事業は現行のとおりとする。 
 
１９－１６ 各種社会福祉事業等の取扱い 

（１）民生福祉 
被災者生活支援、就学支援対策事業は、現行のとおりとする。くらしの資金貸付事業
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は、新市が直接実施し、貸付限度額は１０万円とする。出産祝金支給事業は、新市にお

いても実施し、支給額等は新市において調整する。 
（２）高齢者福祉 
介護予防事業は、内容を統一し、新市に移行する。 
 在宅介護支援センターは基幹型を１箇所設置し、他は地域型に移行するとともに、現

在地域型として設置している事業所は、新市に継承する。介護老人保健施設についても、

現行のまま新市に継承する。    
敬老行事は、当面従来どおり開催し、段階的に統一を図る。 

（３）障害者福祉 
補装具、更生医療等、障害者保護事業は、現行のとおりとする。ただし、障害児の補

装具自己負担金については新市が負担する。また、手帳申請時に必要な診断書料につい

ては身体、精神とも 2,000円を上限に補助する。 
支援費制度に移行する事業は、事業者からサービスを提供し、それ以外の在宅福祉事

業は、内容を統一して新市に移行する。 
障害者の福祉タクシーは、重度の障害者を対象に年間給付額を 12,000円とするほか、
移送サービスは内容を統一、手話関係は現行のとおりとする。 
町独自の手当(単費による障害者年金等)は、在宅重度障害者の介護者を対象とし、給付
額は 10万円とする。じん臓機能障害者の通院助成、作業所の入所訓練事業費・通所費の
助成、無認可施設通所者の給食費の助成についても継続して実施する。 
（４）在日外国籍高齢者特別給付金制度 

  未実施の５町の対象見込者は少数であるが、在住外国籍高齢者のうち老齢基礎年金（国

民年金）の受給資格を得ることができなかった者への支給等、実施町の制度創設の趣旨

等を尊重し、新市において速やかに調整する。 

（５）町戦没者追悼式 

  戦後 50 年以上が経過し遺族の方々の高齢化が進み、参加者が減少傾向にあるため、開

催の継続及び実効的な実施方法等を検討する。 
 
１９－１７ 介護保険の取扱い 

（１）介護保険料 
合併時に事業計画を策定し、保険料を統一のうえ新市に移行する。 

（２）資格管理、受給者管理、給付実績管理等 
原則として現行のとおりとする。ただし、利用者負担減免(法人減免)については、網野
町の例により統一する。また、介護認定審査会は、新市において独自に設置する。 

 
１９－１８ 病院、診療所の取扱い 

（１）直営病院 

 現行のとおりとする。 

  安心して医療を受けられる体制を確保するため、民間医療機関との役割分担をし

ながら協力体制を図り、弥栄町国民健康保険病院と久美浜町国民健康保険久美浜病院

の医療体制を充実し、地域医療供給体制を確立する。 
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  ただし、経営の効率化を図るとともに、地方独立行政法人制度についての検討を

進める。 

（２）直営診療所 

現行のとおりとする。 

安心して医療が受けられる体制を確保するため、公立病院、民間病院、民間診療

所と連携を図りながら、かかりつけ医の役割を果たし地域の医療を充実させる。 
 
１９－１９ 小中学校、幼稚園の通学区域等の取扱い 

幼稚園の通学区域については、特に定めない。 

 保育料については、新市に移行後新たな保育料算定基準を作成し統一する。 

小中学校の通学区域については、当面現行のままとするが、区域境の地域について

は弾力的な運用に努める。 

また、新市において児童（生徒）数の動向を踏まえ、各学校の適正規模、適正配置

の検討と合わせて通学区域の見直しを行う。 
 
１９－２０ 学校教育の取扱い 

（１）就学奨励補助 

 ６町とも実施している補助制度については、内容と補助率を統一して新市に継承 

する。その他の補助については内容を精査のうえ統一を図り、新市に移行する。 

（２）奨学資金の状況 

  ６町及び近隣市の制度を参考にして、基金の状況等を考慮しながら奨学資金制度

を定め、新市に移行する。      

（３）スクールバス 

 スクールバスの運行については、新市においても実施する。新市の教育委員会に 

おいて運行についての検討を行い、委託料等については新たな算定基準により統一

する。 

 

１９－２１ 学校給食の取扱い 

（１）学校給食 

学校給食の形態について、給食センターについては現行の方式により実施する。 

自校方式の給食については現行のとおりとし、新市の教育委員会において施設設備

の更新を視野に入れ、将来の児童（生徒）数を考慮して関係者等の意見を踏まえて検

討する。 

給食費については現行のとおりとし、新市の教育委員会において給食費のあり方

を検討する。 

（２）おいしい米消費拡大補助 

保護者負担の軽減を図るため、補助制度の範囲で新市においても実施する。 
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１９－２２ 社会教育の取扱い 

（１）社会教育事業 

  新市において「社会教育推進の重点」を作成し、社会教育事業を実施する。 

（２）体育施設 

  施設は全て新市に引き継ぐ。使用料については、施設の規模、運用方法等を勘案

して設定する。 

なお、管理の方法については、財団法人等への委託も含めて検討する。 

（３）学校施設の開放 

新市に移行後も住民に活動の場を保障するため、身近なスポーツ施設として学校

施設の開放を行う。 

ただし、使用料については統一して新市に移行し、運用の方法については検討す

る。 
 
１９－２３ 都市計画の取扱い 

（１）都市計画の区域区分 
  当面は現行のとおりとし、新市において、新たな都市計画区域の検討を行う。 
（２）都市計画マスタープラン 
  新市に移行後、まちづくりの基礎となる都市計画の基本的な方針を定めるため、住民

の意見を反映して、都市計画マスタープランを策定する。 
 

１９－２４ 建設関係事業の取扱い 

（１）道路占用料 
道路法施行令別表「乙地」に定める額に統一する。 

（２）道路除雪 
除雪体制については、業者委託を基本とし、現行の除雪路線を減少させることなく、

均衡上必要がある場合は追加することも検討し、整備する。 
（３）新規道路の認定基準 
道路幅員が４ｍ以上のものを基本として、新市において新たな基準を制定する。 

（４）町道の継承 
合併時における町道については、すべて新市に継承し、市道とする。 

（５）受益者分担金 
  ①道路工事に伴う受益者分担金 

全ての市道の新設・改良工事を対象とし、事業費の 10％を徴収する。ただし、国
府補助事業及び交付税措置のある起債事業は対象外とする。 

  ②排水路工事及び河川工事に伴う受益者分担金 
合併時において廃止する。 

 
１９－２５ 公営住宅の取扱い 

（１）施設の継承 
一般公営住宅、特定公共賃貸住宅及び定住促進住宅については、現行のとおりとする。 
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（２）駐車場使用料 
すべて有料とし、使用料設定基準の統一化を図る。 

 
１９－２６ 上水道等の取扱い 

（１）施設の継承 
上水道施設、簡易水道施設及び飲料水供給施設等については、現行のとおりとする。 

（２）上水道料金 
合併時に統一する。 

（３）簡易水道及び飲料水供給施設等の水道料金 
合併時に統一する。ただし、弥栄町の中央簡水第２系統以外の簡易水道区域、大宮町

の奥大野・五十河地区の簡易水道区域及び弥栄町の掘越地区以外の飲料水供給施設区域

については、平成１９年度の統一に向けて、段階的緩和措置を講ずる。 
なお、久美浜町の神谷・奥馬地・甲坂・河内の各簡易水道区域、峰山町の飲料水供給

施設及び飲料水簡易給水施設区域、弥栄町の掘越地区の飲料水供給施設区域については、

定額料金とし、久美浜町の神谷・奥馬地・甲坂・河内の各簡易水道区域及び弥栄町の掘

越地区の飲料水供給施設区域については、平成 19年度の統一に向けて、段階的緩和措置
を講ずる。 
（４）加入金 
合併時にすべて（上水道・簡易水道・飲料水供給施設等）統一する。 

（５）メーター器使用料 
合併時に統一する。 

 
１９－２７ 下水道等の取扱い 

（１）施設の継承 
公共下水道施設及び集落排水（農業・漁業）施設については、現行のとおりとする。 

（２）下水道料金 
公共下水道事業、集落排水事業の下水道料金については、峰山・大宮公共下水道組合

の料金表に基づき、合併時に統一する。ただし、弥栄町については、平成 19年度の統一
に向けて、段階的緩和措置を講ずる。 
（３）加入分担金 
公共下水道事業、集落排水事業における加入分担金の額は、３２万円とし、供用開始

後３年以内の接続については、軽減措置を講ずる。 
（４）合併処理浄化槽整備補助 
網野町の制度をもとに調整し、新市全体に適用する。 

 
１９－２８ 農林水産事業の取扱い 

（１）農業 
  ① 農業経営改善支援センターについては、新市において、新たに設置する。 
② 農業用廃棄物環境保全対策事業については、制度を統一し、実施する。 

  ③ 生産調整対策については、国の米政策の動向を踏まえ、新たに調整する。 
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  ④ 入植者対策事業及び土づくり対策事業については、新市においても実施する。 
  ⑤ 農業経営基盤強化資金利子助成については、峰山町、丹後町、弥栄町、久美浜町

の例により統一し、新市に移行する。 
  ⑥ 天災による被害農業者に対する経営資金等に係る利子補給については、久美浜町

の例により統一し、新市に移行する。 
⑦ 農道については、すべて新市に継承する。 

（２）林業 
  ① 緑の担い手育成事業については、大宮町、丹後町、弥栄町、久美浜町の例により

統一し、新市に移行する。 
  ② 林業労働者新共済事業、緑化推進事業及び丹後縦貫林道維持管理事業については、

現行のとおりとする。 
  ③ 造林事業及び有害鳥獣防除施設設置事業については、制度を統一し、実施する。 
  ④ 浅茂川海岸磯馴れの松保全事業については、新市においても実施する。 
  ⑤ 林道及び作業道については、すべて新市に継承する。 
⑥ 分収造林については、すべて新市に継承する。 

（３）水産業 
  ① 栽培漁業推進事業については、制度を統一し、実施する。 
  ② 久美浜町海底清掃事業については、新市においても実施する。 
  ③ 漁港施設使用料については、合併時に、丹後町の使用料に統一する。 
  ④ 漁港区域内の水域及び公共空地の土砂採取料及び占用料については、合併時に、

網野町、丹後町の土砂採取料及び占用料に統一する。 
（４）農林水産業における受益者分担金 
合併時に一旦廃止し、新市に移行後、調整する。分担金の額については、各年度ごと

に事業に要する経費のうち、国及び府の補助金を除いた額の範囲内において、その事業

の実施によって受ける者の利益の度合いに応じ、新市において定める。継続事業につい

ては、現行の負担率とする。 
（５）農林水産業に関する計画 
新市に移行後、すみやかに調整する。 

（６）農林水産業関連施設使用料 
現行のとおりとする。 

 
１９－２９ 商工観光事業の取扱い 

（１）商工会 
新市との一体性を保つため、それぞれの事情を尊重しながら、調整に努めるものとし、

補助金については、現行制度を尊重しながら、新市において調整する。 
（２）企業立地 
  支援措置の充実を基本に、新市において新たな制度を検討する。ただし、合併前に誘

致工場として各町が指定した企業の指定期間及び奨励金等は、現行のまま、各町の制度

を新市に引き継ぐ。 
（３）中小企業支援対策 
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  ① 融資制度については、合併時に一旦廃止し、新市に移行後、実効性のある融資制

度の検討を行う。ただし、合併前の各町の制度により決定した融資については、新

市に引き継ぐ。 
  ② 信用保証料補助制度及び利子補給制度については、新市において制度の統一を図

り実施する。ただし、合併前の各町の制度により決定した利子補給については、新

市に引き継ぐ。 
（４）観光協会 
  新市との一体性を保つため、それぞれの事情を尊重しながら、調整に努めるものとし、

補助金については、現行制度を尊重しながら、新市において調整する。 
（５）観光振興事業 
  ① 観光まちづくり推進事業及び温泉補助事業については、新市においても事業を実

施する。 
  ② 観光施設利用拡大推進事業については、網野町の例により、新市全域の制度とし

て実施する。 
（６）商工観光関連イベント 
  各地域に与えている影響等を考慮し、新市に継承する。ただし、町が実施主体のイベ

ントについては、住民参加の実行委員会方式への移行を検討する。 
（７）商工観光関連施設使用料 
現行のとおりとする。 

 
２０ 新市建設計画 

 新市建設計画は、別添｢新市建設計画｣に定めるとおりとする。 
 

２１ その他必要な事項 

（１）定住促進事業の取扱い 
① 情報提供事業は現行のとおりとし、新市において全域を対象とした事業を推進す

る。 
② 支援・給付事業については、合併時に一旦廃止するが、新市において総合的な視

点から検討する。ただし、助成金の交付決定を受け、合併時に助成期間が満了して

いない者については、その残存期間は引き続き助成する。 
 
（２）交通安全の取扱い 
① 新市に交通安全指導員を置く。 
② 放置自転車対策は、峰山町の例により新市に継承する。 
③ 放置自動車対策は、峰山町の例により新市において速やかに施行する。 

 
（３）選挙事務の取扱い 
① 投票区は、現行のとおりとし、新市移行後、見直しについて検討する。ただし、

新市における不在者投票は、６町の各役場を不在者投票所とする。 
② 開票区は、選挙区の区域とする。 
③ 選挙運動用自動車及びポスター作成の公費負担は、新市において条例を制定し実

施する。  
④ ポスター掲示場は、法に基づき減数調整を行い、設置する。 
⑤ 選挙公報は、新市において、市長及び市議会議員の選挙毎に１回発行する。 
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（４）表彰の取扱い 
① 功労表彰等の取扱いについて、各町において既にその功績をたたえ、称号を贈ら

れている表彰者は新市に引き継ぎ、新市においても礼遇を行う。 
② 新市における名誉市民、表彰制度については、新市において、現行の各町の基準

をもとに調整する。  
 
（５）マイクロバスの取扱い 
利用基準は、峰山町の例により統一する。  

 
（６）開発・景観保全の取扱い 
① 土地利用のための計画等については、新市の開発事業等に関する指導要件及び都

市計画との整合性を計りつつ、新市移行後、検討する。 
② 開発事業に関する指導については、大宮町美しいまちづくり条例を基本に新市の

条例として整備を行い、合併時より施行し、適正化を図るものとする。ただし、環

境保全等に関して定めた大宮町美しいまちづくり条例及び久美浜町きれいなまちづ

くり条例の当該部分については、新市環境基本条例等へ統合する。 
③ 新市の景観条例については、久美浜町のきれいな町づくり条例に定められた「住

民協定景観形成区域」を基本として、合併時より施行する。  
 
（７）町営バス事業の取扱い 
現行のとおりとする。 

  
（８）地域活性化助成事業の取扱い 
地域、コミュニティの活性化支援を目的とした単独の補助事業は、合併前までに各

町の補助制度を統一し、新市において適用する。 
 
（９）指定金融機関の取扱い 
現行のとおりとする。 

 
（10）戸籍、住民登録事務の取扱い 
 窓口手数料は、合併時に統一する。なお、埋火葬に関する証明及び印鑑登録証の交

付に関する手数料は廃止する。 

 

（11）財政事務の取扱い 
一般会計以外は法令に準拠し、特別会計及び企業会計を設置する。 

 
２２ その他 

 合併協議会における協議結果については、これを尊重するものとする。 
 なお、新市建設計画の変更については、あらかじめ地域振興協議会の意見を聴かなけれ

ばならないものとする。 
 ただし、国、府の制度改正その他特別の事情があった場合は、新市において検討し、調

整するものとする。 
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